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経営発達支援計画の概要 

実施者名 
（法人番号） 

甲斐市商工会（法人番号 6090005001764） 

甲斐市   （地方公共団体コード 192104） 

実施期間 令和 4年 4月 1日～令和 8年 3月 31日 

目標 

【目標①】販路開拓、収益性や生産性の向上、感染症の影響からの再生、事業の再構

築、経営革新、DXへの取組に意欲的な「チャレンジ企業」の発掘・育成お

よび当該事業者への重点支援（伴走型支援）による地域経済の活性化 

【目標②】桑製品等の開発・販路開拓の徹底的支援による、事業者・当商工会の成功

体験獲得および将来の多様な地域ブランド創生の基盤づくり 

【目標③】創業や事業承継を支援することによる地域の活力維持 

事業内容 

3.地域の経済動向調査に関すること 

①地域経済分析システム（RESAS）を活用した調査 

②商工振興委員による地域経済動向調査（アンケート調査） 

③調査機関と連携した景気等動向調査レポート 

④商工会決算指導データによる 6業種別状況調査 

4.需要動向調査に関すること 

①店頭における商品調査 

②地方銀行フードセレクション等の展示会・商談会における商品調査 

③工業技術見本市テクニカルショウヨコハマ等の展示会・商談会における製品調査 

5.経営状況の分析に関すること 

①小規模事業者の経営分析 

②事業承継診断シートの活用 

6.事業計画策定支援に関すること 

①DX推進セミナーの開催・IT専門家派遣の実施 

②事業計画策定支援 

③創業計画策定支援 

④事業承継計画策定支援 

7.事業計画策定後の実施支援に関すること 

①計画を策定した全事業者を対象としたフォローアップ 

②フォローアップを実行するなかでの専門的な課題解決 

8.新たな需要の開拓に寄与する事業に関すること 

①展示会・商談会の出展支援 

ア）地方銀行フードセレクション（BtoB） 

イ）工業技術見本市テクニカルショウヨコハマ（BtoB） 

②「かいてき住まいの応援団」事業（BtoC） 

③ホームページの作成支援（BtoB、BtoC） 

④「ものつくりどっとこむ」における受注支援（BtoB） 

連絡先 

甲斐市商工会 経営支援課 

〒400-0115 山梨県甲斐市篠原 2710-1 

TEL: 055-276-2385  FAX: 055-279-0187  E-mail: kai@shokokai-yamanashi.or.jp 

 

甲斐市 産業振興部 商工観光課 商工労働係 

〒400-0192 山梨県甲斐市篠原 2610 

TEL: 055-278-1708  FAX: 055-276-7214  E-mail: shoukou@city.kai.yamanashi.jp 
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（別表１） 

経営発達支援計画 

経営発達支援事業の目標 

1.目標 
(1)地域の現状及び課題 

①現状 

ア 甲斐市の概況 

甲斐市（以下、当市）は、山梨県の北西部に位置する、

人口 7 万人超（県内で 2 番目）の市である。 

当市の地形は南北に細長く、南部は住宅地と農地が混

在する平坦な市街化区域、北部は、昇仙峡などの景勝地

を有する森林資源や自然景観のある緑豊かなエリアであ

る。 

当市までのアクセス方法としては、世界的に著名な建

築家・安藤忠雄氏が設計した JR 竜王駅が整備されている

ほか、双葉スマートインターチェンジをはじめとした、

中央線、高速バス等の公共交通にも恵まれている。 

また、令和３年には、中部横断自動車道（山梨静岡間）

が全面開通し、今後の産業等活性化に期待がもたれてい

る。 

この地域にあって、甲斐市商工会（以下、当商工会）

は唯一の商工団体である。 

 

イ 人口の推移 

 令和 3 年 9 月時点の当市の人口は 76,195 人である（住民基本台帳）。 

当市の人口は、昭和 46（1971）年に山梨県都市計画が策定（旧竜王地区と旧敷島地区は新都市計画の適

用地域となり、面積の約 62％が市街化区域）されたことで、甲府市へ通勤する住宅地として増加した。平

成 21（2009）年に 74,265 人に達した以後、一時人口は微減傾向となったが、現在では微増傾向が続いて

いる。 

 将来の年齢別人口をみると、生産年齢人口と年少人口は減少傾向、老年人口は増加傾向にあり、今後少

子高齢化が加速することが予測されている。 

 

 
出典：甲斐市「甲斐市まち・ひと・しごと創生 人口ビジョン（令和元年度改訂版）」 
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エ 観光入込客数の推移 

 当市には、自然・歴史・文化・ワイン産業などの観光資源があり、観光客も多い。 

観光入込客数をみると、令和 2 年は 346 千人である。新型コロナウイルス感染症の影響で一時的に減少

しているものの、例年は 500 千人前後で推移している。 
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出典：山梨県「山梨県観光入込客統計調査結果」 

 

オ 産業 

(a)業種別の商工業者数（小規模事業者数）の推移 

当市の産業別の事業所数割合をみると、建設業 12.1％、製造業 8.1％、卸・小売業 22.0％、宿泊・飲食

業 12.6％、医療・福祉 7.8％、その他サービス業 35.9％である（平成 28 年経済センサス）。 

 小規模事業者数は平成 24 年が 2,172 社、平成 28 年が 2,084 社であり、4 年間で 4.1％減少している。

産業別にみると、建設業が 6.9％、製造業が 7.8％、卸売・小売業が 6.6％、宿泊・飲食業が 7.6％、そ 

の他サービス業 2.3％の減少となっている。一方、医療・福祉では 18.9％の増加がみられる。 

 

第2次
産業

第3次
産業

建設 製造
卸・
小売

宿泊・
飲食

医療、
福祉

他サー
ビス

その他 計

平成24年
事業所数 607 2,216 360 247 619 365 190 1,004 38 2,823
従業員数 5,470 16,273 1,931 3,539 5,154 3,078 2,525 4,728 788 21,743
小規模事業所数 566 1,606 349 217 396 238 74 868 30 2,172
小規模従業員数 2,543 4,177 1,547 996 1,065 728 200 1,976 208 6,720

平成28年
事業所数 565 2,231 338 227 614 352 218 1,004 43 2,796
従業員数 4,306 16,993 1,847 2,459 5,207 2,695 2,949 5,285 857 21,299
小規模事業所数 525 1,559 325 200 370 220 88 848 33 2,084
小規模従業員数 2,369 4,028 1,420 949 943 645 232 1,955 253 6,397

増減(H28年-H24年）
事業所数 △42 15 △22 △20 △5 △13 28 0 5 △27
従業員数 △1,164 720 △84 △1,080 53 △383 424 557 69 △444
小規模事業所数 △41 △47 △24 △17 △26 △18 14 △20 3 △88
小規模従業員数 △174 △149 △127 △47 △122 △83 32 △21 45 △323

 
出典：総務省・経済産業省「経済センサス-活動調査」 
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ⅱ_今後 5～10 年先の市場環境 

 今後 5～10 年先の市場環境をみると、「縮小となる」が 48.6％と最も高く、縮小市場に身を置く事業者

が約半数を占めていることがわかる。 
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出典：甲斐市商工会「甲斐市商工会中期計画策定に関する会員アンケート結果（n=282）」 

 

ⅲ_事業所の強み・特長 

事業所の強み・特長（上位 6 項目の抜粋）をみると、「技術・知識・ノウハウ」が 54.6％と最も高く、

「顧客（固定客・成長企業等）」が 46.1％、「商品・製品・サービス」が 29.1％、と続いている。 
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出典：甲斐市商工会「甲斐市商工会中期計画策定に関する会員アンケート結果（n=282）」 

 

 

(d)業種別の課題（経営課題） 

ⅰ_商業 

 大型店舗や量販専門店舗、インターネット販売・通信販売等など販売スタイルの変化やコロナ禍による

生活様式の変化等により改革を必要とする中にあっても、顧客ニーズついて行くことが困難な地域小規模

商店等は競争から取り残されている傾向が強い。一方、当地域でも高齢化が進行しており、これら新たな

販売形態の環境に馴染めない顧客層も多く存在している。 

商工会として、こうした社会環境を的確に捉え、事業再構築や販売活動の強化などきめ細かい支援を継

続し、企業の持続的な発展を支援する必要がある。 

 

ⅱ_工業 

 小規模製造業が多い当地域にあって、経営者の高齢化は、事業承継問題も併せ持っていて、減少する製

造業者にとって大きな課題である。また、下請環境の事業者も多く、小規模であるが故に経営資源も乏し

く、人材確保や育成、関係して技術力の向上や技術継承など様々な課題が山積している。 

 
カ 第 2 次甲斐市総合計画 後期基本計画 

 「第 2 次甲斐市総合計画 後期基本計画（令和 2 年度～令和 6 年度）」の商工・観光に該当する施策は下

表【施策】のとおりである。具体的な施策では、商工業振興では「既存産業の経営革新等の支援」や「地

域ブランド戦略の確立」、観光振興では「観光産業の振興」等が掲げられている。 

 

【将来像】 

【基本目標】 

 

 

緑と活力あふれる生活快適都市 

交流と協働による未来を拓く活力のあふれるまち 

農林業、工業、商業、観光業、サービス業などの産業間の連携による新たな地域産業、

地域ブランドの創造、創業・起業支援の充実を図る。また、企業誘致、都市農村交流、
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【政  策】 

【施  策】 

交流拠点を生かした広域的な交流、Ｕターン・Ｉターン等の移住定住支援、国際交流等

の施策も積極的に展開する。 

また、質の高い行政サービスの提供を図るとともに、未来を拓く活力のまちづくりのた

め、市民や地域コミュニティ等との交流と協働を推進する。特に、「関係人口」の創出

を積極的に推進し、地域づくりの担い手を確保していく。 

特色ある地域産業の振興 

①観光産業の振興 ②商工業・サービス業の振興 ③創業・起業支援の充実 ④既存産

業の経営革新等の支援 ⑤産業間産学官連携の推進 ⑥企業誘致の推進 ⑦地域ブラ

ンド戦略の確立 ⑧地方創生人材の育成・活用 

 

 

②課題 

これまで記述した内容から小規模事業者にとって対策が必要な地域の課題をまとめる。 

まず、人口をみると、当市の人口はこれまで微増傾向で推移していたが、今後は減少傾向に転じること

が見込まれている。商業事業者にとっては、人口減少による消費の減衰への対応や、高齢者人口が増すこ

とによる消費構造の変化への対応が課題となっている。さらに、生産年齢人口の減少が見込まれ、働き手

が不足することが予測されることから、事業者にとっては生産性向上等への取組が必要となる。 

地域資源面をみると、当市にはやはたいも、ワインビーフ、赤坂とまと、梅ジャム、梅ワイン、桑の葉

茶、桑の実ジャム、桑の葉パウダー、放牧自然卵、甲斐の本格芋焼酎「大弐」、龍王源水などの魅力的な

特産品ブランド等がある。また、安定した観光客もみられる。商業事業者にとってはビジネスチャンスと

なっているため、特産品を生かした魅力的な商品の開発や観光客を対象とした体験型サービスの提供など

による、新たな顧客の獲得が期待されている。 

小規模事業者数をみると、4 年間で 4.1％減少している。これまでは人口が微増傾向で推移していたた

め、事業者数の減少率は低かったが、今後、人口が減少傾向に転じるにあたり、事業所数の減少率が大き

くなることが予想される。地域の活力維持のためには創業を増やすだけでなく、事業承継の支援を強化し、

事業所数の減少を緩やかにする必要があるといえる。 

小規模事業所の経営課題をみると、「技術・知識・ノウハウ」や「商品・製品・サービス」で強み・特

長を持っていると認知している事業者が多いものの、この強み・特長を活かした販売促進が弱く、結果と

して売上が減少していることが読み取れる。自社の強みを活かした販売促進の強化が必要である。 

また、自社の今後 5～10 年先の市場環境では、縮小市場に身を置く事業者が約半数を占めていることか

ら、ビジネスモデルの転換（ターゲット顧客の転換）が必要な事業者が多いといえる。 

 

(2)小規模事業者に対する長期的な振興のあり方 

①10 年程度の期間を見据えて 

 これまでの現状と課題を踏まえ、小規模事業者の長期的な振興のあり方を以下の通り定め、当商工会と

してもこれを実現すべく支援を実施する。 

 

ア 小規模事業者が持続的発展や成長発展をしていること 

多くの小規模事業者は、ターゲットを地元住民に設定している。今後、当市の人口が減少に転じると

需要の減衰が予測されることから、経営環境の変化に合わせてターゲットの見直しなどを行い、持続

的発展・成長発展ができている姿を目指す。 

 

イ 創業や新たな事業活動へのチャレンジが増加していること 

市内の事業者数が減少しているなかで、地域の活力維持のためには、創業の促進が必要である。また、

既存産業の経営革新等の新たな事業活動へのチャレンジの促進により、新たに地域を牽引する企業が

創出（小規模事業者から中堅企業への成長）される姿を目指す。 

 

ウ 特色ある地域産業が生まれていること 

当市の小規模事業者の現状をみると、「技術・知識・ノウハウ」や「商品・製品・サービス」で強み・

特長を持っていると認知している事業者が多いものの、この強み・特長を十分に活かしきれていない

ことが読み取れる。これら技術・商品等を活用し、特色ある地域産業が創出できている姿を目指す。 
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エ 新たな商品や技術、経営手法等、新たな地域ブランドが創出されること 

当市には数々の魅力的な特産品ブランド等がある。一方、小規模事業者はこれら地域資源の活用が十

分でない。そこで、これら地域資源を活用しながら商品等の高付加価値化を実現することや、その新

たな商品等を使って新たな需要を開拓することで新たな地域ブランドが創出されることを目指す。 

オ 国・県・市など支援事業にチャレンジする企業が増加すること 

上記「ア」～「オ」の実現に向けて、国県市などでは、各種支援施策を用意している。そこで、小規

模事業者が積極的にこれら支援施策を活用している姿を目指す。また、近年は国として DX の推進も

掲げられていることから、DX に関しても積極的な取組を期待する。 

カ BCP の策定等リスク対応する企業が増加し、災害発生時の被害が軽減できるようになること 

近年、新型コロナウイルス感染症の拡大や大規模災害の頻発など、経営にとって新たなリスクへの対

応が必要である。そこで、BCP の策定等によりこれらリスクを抑制できている姿を目指す。 

②第２次甲斐市総合計画 後期基本計画との連動性・整合性 

「第 2 次甲斐市総合計画 後期基本計画」では施策として、商工業振興では「既存産業の経営革新等の

支援」や「地域ブランド戦略の確立」、観光振興では「観光産業の振興」等を掲げている。 

前項の「ア」・「イ」・「ウ」は後期基本計画の「既存事業の経営革新等の支援」、前項の「ウ」「オ」は後

期基本計画の「地域ブランド戦略の確立」、前項の「オ」は後期基本計画の「観光産業の振興」に資する

目標であり、それぞれ連動性・整合性があるといえる。 

③商工会としての役割 

当商工会は、平成 17 年 4 月 1 日に旧竜王町、旧敷島町及び旧双葉町の 3 商工会が合併し設立された。

また、本所事務所を旧竜王町商工会に設置し、敷島支所、双葉支所の 1 本所、2 支所体制でスタートし、

平成 24 年 4 月には、敷島、双葉支所の機能を本所に統合、双葉支所の月 2 日開所を経て、平成 25 年 4 月

より本所へ窓口一本化を行った。 

当商工会は、平成 24 年には、第 1 次中期計画（5 年計画：平成 23 年度～平成 27 年度）を策定し、事業

者への個別支援の強化や専門家派遣事業の活用促進、地域資源である桑を活用した事業の立ち上げを行っ

た。また、第 2 次中期計画（平成 28 年度～令和 2 年度）では、新たに認定された経営発達支援計画に基

づき、伴走型支援事業を活用して経営計画の策定や販路開拓支援に力を注いできた。 

このような過程を経て令和 3 年度からは、第 3 次中期計画（令和 3 年度～令和 7 年度）がはじまり、「多

様で活力ある会員企業を応援する伴走型支援と地域活性化策の充実」、「地域ブランドの創出・育成による

地域商工業の活性化支援」、「企業の危機管理体制整備の支援強化」を行動テーマを定め、収益性や生産性

の向上、感染症の影響を被る企業の再生等、地域中小・小規模企業の抱える経営課題の解決に向けて、専

門家や関係機関との連携や事業計画策定、販路開拓、デジタル化への対応等あらゆる支援策を総動員した

伴走型支援を展開している。 

 

令和 3 年度から実施している「甲斐市商工会 第 3 次中期計画」の活動理念等は以下のとおりである。 

(1)活動理念 

経済社会環境の変化に積極果敢に対応し、地域経済の活性化を通じて地方創生の一翼を担い、地域

経済団体・経営支援機関としての社会的地位の向上を図る。「会員支援の最優先」を理念とし、会

員の支援ニーズに適時的確に組織・運営力、事業、財政のそれぞれの面から対応できる商工会を目

指す。 

(2)行動方針 

地域経済の中核を担う商工会のチカラを結集し存在感ある組織を構築 

(3)スローガン 

地域の元気は私たちの活動から 

(4)10 年後を見据えた 5 年後のあるべき姿 

・多くの相談が寄せられ、持続的発展や成長発展を伴う会員企業が多く輩出される。 

・創業や新たな事業活動へのチャレンジが増加し、会員相互の交流が活性化する。 

・会員満足度が向上する。 

・各種施策や支援メニューが活発に発信され、会員企業からの相談が増加する。 

・支援事業にチャレンジする会員企業が増加する。 

・BCP の策定等リスク対応する会員企業が増加し、災害発生時の被害が軽減できる。 
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また、第１期経営発達支援計画では、以下の目標を掲げ、小規模事業者支援を実施してきた。 

今後は第２期経営発達支援計画を定め、小規模事業者の活性化に向けて全職員一丸となり取り組む。 

 

目標 

①事業計画策定支援による小規模事業者の育成 

小規模事業者が自社の強み・弱みを十分理解し、経営課題の解決に向けた事業計画の策定支援と、継

続的なフォローアップ支援を行い経営力の強化を図る。 

 

②創業・事業承継支援による地域産業の育成 

甲斐市は新規創業のポテンシャルが高い地域であることから、行政や金融機関と連携して創業セミナ

ーの開催や伴走型の個別支援を行う。また円滑な事業承継を希望する小規模事業者に対しては、山梨

県事業引継ぎ支援センターと連携した支援を行い新陳代謝の促進を図る。 

 

③販路開拓・取引先拡大支援による小規模事業者の育成 

小規模事業者のニーズの高い販路・需要開拓について、展示会や商談会等の機会を提供するとともに、

需要にあった売れる商品づくりの支援を行い取引機会の創出を図る。 

 

④地域資源の「桑」をテーマにした特産品のブランド化による地域経済の活性化 

食品製造業や飲食業などの小規模事業者による「桑の葉」を活用した新商品開発の取り組みを支援し、

市内外への PR 活動を強化するなかで、甲斐市の特産品としてのブランド力を高め地域経済の活性化

を推進する。 

 

 

(3)経営発達支援事業の目標 

当商工会では、令和 3 年度より「地域の元気は私たちの活動から」のスローガンのもと第 3 次中期計画

をスタートさせた。 

  この中期計画の策定にあたり行ったアンケート調査（令和 2 年度実施）により課題を抽出し、解決に向

けて「多様で活力ある会員企業を応援する伴走型支援と地域活性化策の充実」、「地域ブランドの創出・育

成による地域商工業の活性化支援」、「企業の危機管理体制整備の支援強化」の行動テーマのもと事業を進

めている。 

経営発達支援計画においても、この中期計画と連動させ、より実効性の高い計画とするべく以下の目標

を掲げ、事業を展開して行く。 

 

【目標①】販路開拓、収益性や生産性の向上、感染症の影響からの再生、事業の再構築、経営革新、DX

への取組に意欲的な「チャレンジ企業」の発掘・育成および当該事業者への重点支援（伴走型

支援）による地域経済の活性化 

 

【目標②】桑製品等の開発・販路開拓の徹底的支援による、事業者・当商工会の成功体験獲得および将来

の多様な地域ブランド創生の基盤づくり 

 

【目標③】創業や事業承継を支援することによる地域の活力維持 
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経営発達支援事業の内容及び実施期間 

 

2.経営発達支援事業の実施期間、目標の達成方針 
 

（１）経営発達支援事業の実施期間（令和４年４月１日～令和８年３月３１日） 

 

（２）目標の達成に向けた方針 

 
【目標①達成のための方針】 

小規模事業者の販路開拓、収益性や生産性の向上、感染症の影響からの再生、事業の再構築、経営革新、

DX への取組のために、まずは経営分析により各事業者の経営状況を明らかにする。同時に、地域経済分析

システム（RESAS）を活用した調査による地域データの分析を通じて外部環境を整理する。これらの分析

結果を活用しながら、新たな経営の方向性を定め、結果を事業計画にまとめる。さらに、策定後は伴走型

でフォローアップを行い、事業計画を実現させる。 

特に、DX に関しては、DX に関する意識の醸成や基礎知識を習得させること、実際に DX に向けた IT ツ

ールの導入や Web サイト構築等の取組を推進していくことを目的に DX 推進セミナーを開催。セミナーを

受講した事業者のなかから、取組意欲の高い事業者に対しては、経営指導員等による相談対応・経営指導

を行うなかで、必要に応じて IT 専門家派遣を行う。さらに、DX を活用した販路拡大を志向する事業者に

対しては、ホームページ作成支援や「ものつくりどっとこむ」における受注支援などを通じ、売上拡大が

実現するまで伴走型で支援を実施する。これらの支援を実現するため、経営指導員が DX に関する資質向

上を行い、より実効性の高い支援を可能にする。 

 

【目標②達成のための方針】 

これまでの桑製品の開発・販路開拓支援の継続だけでなく、桑製品以外の地域資源を生かした魅力的な

商品・サービスづくり等の支援も実施する。これまでの支援はスポットでの支援に留まることも多く、商

品等のブラッシュアップ等まで見据えた継続的な支援ができていないという課題があった。そこで、今後

は事業者が開発した商品等について、「消費者向けの商品調査（店頭での調査）」や「バイヤー向けの商品

調査（展示会・商談会での調査）」を通じて需要動向調査を実施。商品のブラッシュアップに繋げるなど、

売れる商品づくりを支援する。また、展示会・商談会の出展支援など、販路開拓までの一貫した支援を実

施する。 

 

【目標③達成のための方針】 

創業支援は、「WEB 創業塾」「創業塾」「ワンストップ創業塾」および窓口相談を導入部に接点を持った創

業者に対し、創業者が作成した創業計画を経営指導員と専門家が一緒になってブラッシュアップを実施。

この創業計画をフォローアップする方法で行う。 

事業承継支援では、当商工会が持つ事業者のリストから代表者が 64 歳以上の小規模事業者を中心に抽

出し、「事業承継診断シート」を活用しながら事業承継ニーズを把握する。また、事業承継を検討する事

業者に対しては、事業承継計画の策定を支援。事業承継が実施されるまで計画に基づき長期間の継続支援

を実施する。 

 

 

Ⅰ.経営発達支援事業の内容  
 

3.地域の経済動向調査に関すること 
(1)現状と課題 

 現在、当商工会では、①決算指導約 500 社のデータから 6 業種別（建設業・製造業・卸小売業・飲食宿

泊業・サービス業・その他）の売上高、所得金額、付加価値等のデータを集計することによる状況調査や、

②全国商工会連合会受託事業である中小企業景況調査（年 4 回四半期毎・全県下 165 社、当商工会調査対

象企業数 14 社）を実施している。決算指導約 500 社のデータは 6 業種別の売上等集計値による比較であ

り相対的な経済状況は把握できるものの、具体的な課題の抽出には至っていない。また、中小企業景況調

査については、当地域のサンプル数が少なく、地域特性を表す調査とは言えないといった課題がある。 
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（別表２） 

 経営発達支援事業の実施体制 

経営発達支援事業の実施体制 

【令和 4 年 4 月現在】 

 

（１）実施体制（商工会又は商工会議所の経営発達支援事業実施に係る体制／関係市町村の経営発達支援

事業実施に係る体制／商工会又は商工会議所と関係市町村の共同体制／経営指導員の関与体制 

等） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）商工会及び商工会議所による小規模事業者の支援に関する法律第７条第５項に規定する経営指導員

による情報の提供及び助言に係る実施体制 

 

①法定経営指導員の氏名、連絡先 

氏 名： 花輪厚貴 

連絡先： 甲斐市商工会 TEL: 055-276-2385 

 

②法定経営指導員による情報の提供及び助言 

経営発達支援計画の実施・実施に係る指導及び助言、目標達成に向けた進捗管理、事業の評価・見

直しをする際の必要な情報の提供等を行う。 

 

（３）商工会関係市町村連絡先 

①商工会 

〒400-0115 

山梨県甲斐市篠原 2710-1 

甲斐市商工会 

TEL： 055-276-2385 ／ FAX： 055-279-0187 

E-mail： kai@shokokai-yamanashi.or.jp 

 

②関係市町村 

〒400-0192 

山梨県甲斐市篠原 2610 

甲斐市 産業振興部 商工観光課 商工労働係 

TEL： 055-278-1708 ／ FAX： 055-276-7214 

E-mail： shoukou@city.kai.yamanashi.jp 

 

 

甲斐市商工会 

事務局長 

 経営指導員  ４名 （うち、法定経営指導員１名） 

 相談員    ２名 

 経営支援員  ６名 

 一般職員   ２名 

甲斐市 

産業振興部 

商工観光課 
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（別表３） 

 経営発達支援事業の実施に必要な資金の額及びその調達方法 

                                      （単位 千円） 

 令和 4年

度 

令和 5年

度 

令和 6年

度 

令和 7年

度 

必要な資金の額 4,950 4,950 4,950 4,950 

 

地域の経済動向調査に関すること 

 

需要動向調査に関すること 

 

経営状況の分析に関すること 

 

事業計画策定支援に関すること 

 

事業計画策定後の実施支援に関すること 

 

新たな需要の開拓に寄与する事業に関すること 

 

その他 

150 

 

50 

 

50 

 

1,000 

 

- 

 

1,500 

 

2,200 

150 

 

50 

 

50 

 

1,000 

 

- 

 

1,500 

 

2,200 

150 

 

50 

 

50 

 

1,000 

 

- 

 

1,500 

 

2,200 

150 

 

50 

 

50 

 

1,000 

 

- 

 

1,500 

 

2,200 

（備考）必要な資金の額については、見込み額を記載すること。 

調達方法 

 

自主財源、市補助金、県補助金、国補助金の活用 

 

（備考）調達方法については、想定される調達方法を記載すること。 
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（別表４） 

 経営発達支援計画を共同して作成する商工会又は商工会議所及び関係市町村以外の者を連携して経

営発達支援事業を実施する者とする場合の連携に関する事項 

連携して事業を実施する者の氏名又は名称及び住所 

並びに法人にあっては、その代表者の氏名 

 

連携して実施する事業の内容 

① 

② 

③ 

・ 

・ 

・ 

連携して事業を実施する者の役割 

① 

② 

③ 

・ 

・ 

・ 

連携体制図等 

① 

 

 

 

 

 

② 

 

 

 

 

 

③ 

 

 

 

 

 

 


